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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第119期
第２四半期
連結累計期間

第120期
第２四半期
連結累計期間

第119期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 46,223 45,046 94,232

経常利益 （百万円） 1,752 2,337 5,536

親会社株主に帰属する四半期

(当期)純利益
（百万円） 1,028 1,781 2,706

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,231 △2,464 △4,206

純資産額 （百万円） 92,358 85,963 88,899

総資産額 （百万円） 140,989 131,641 139,207

１株当たり四半期(当期)純利益

金額
（円） 19.13 33.46 50.57

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － - －

自己資本比率 （％） 62.3 62.3 60.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 970 1,555 2,491

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △4,597 945 △5,142

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 980 △549 24

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 19,235 20,359 18,865

 

回次
第119期
第２四半期
連結会計期間

第120期
第２四半期
連結会計期間

会計期間  
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 10.81 19.58

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

　　　　　　ません。

　　　　４．当社は、「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が所有する当社株式については、四半期連

結財務諸表において自己株式として計上しております。このため、１株当たり四半期（当期）純利益金額の

算定上、期中平均株式数の計算において当該株式数を控除する自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における当社を取り巻く事業環境は、国内においては、景気に頭打ち感があるだけ

でなく、円高による自動車業界の企業収益悪化など懸念材料が広がってきており、設備投資需要にも影響が出て

きております。海外では、米国においては緩やかな景気拡大が続いておりますが、欧州経済は停滞感を払拭する

に至っておらず、中国の経済成長も力強さを欠いた状態が続いており、総じて設備投資が弱含みで推移いたしま

した。

　こうした情勢を踏まえて、当第２四半期連結累計期間の売上高は45,046百万円（前年同四半期比2.5％減）だっ

たものの、受注高は50,324百万円（同3.5％増）、受注残高は34,344百万円（同7.5％増）となりました。

収益面につきましては、売上高がほぼ横ばいであった中、原価改善と販管費の低減に努めた結果、営業利益は

2,301百万円（同13.0％増）となりました。経常利益は、営業外損失が減少したことから、2,337百万円（同

33.4％増）を計上し、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,781百万円（同73.1％増）となりました。

 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較につ

いては、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

[鋳造分野]

売上高は、国内では自動車・自動車部品業界向け鋳造装置の動きが鈍ったうえ、欧州やアジアなど海外での需

要が低調であったことから、15,079百万円（同1.8％減）となりました。

営業利益は、売上原価率の改善および販管費の低減が大きく寄与し、834百万円（前年同四半期は39百万円の

損失）と黒字に転換致しました。

［表面処理分野］

売上高は、国内では、航空機部品向けショットピーニングマシンは増加したものの、総じて横ばいで推移した

が、海外を中心に消耗品需要の落ち込みがあり、19,929百万円(前年同四半期比1.6％減）となりました。

営業利益は、装置の売上原価率の上昇により、2,048百万円(同15.0％減）となりました。

［環境分野］

売上高は、国内では集塵機が弱含んだ一方、北米におけるVOCガス浄化装置等が寄与し、4,849百万円（同

1.8％増）となりました。

営業利益は、経費圧縮に努めましたが、売上原価率の上昇により、151百万円(同50.6％減）となりました。

［搬送分野］

売上高は、国内では自動車業界向けコンベアが弱含んだことに加え、北米の低調から2,479百万円(同17.6％

減）となりました。

営業利益は、売上高の減少により、22百万円(同88.1％減）となりました。

［特機分野］

売上高は、液晶パネル製造向けクリーンシステムが着実に増加したものの、プレス装置及び検査装置等が伸び

ず、3,285百万円(同0.4％減）となりました。

営業利益では、原価改善が奏功し32百万円（前年同四半期は43百万円の損失）と黒字に転換致しました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高（以下「資金」という）は、前連結会計年度

末に比べ1,123百万円増加して、20,359百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況及びその要因は、次のとおりであります。

[営業活動によるキャッシュ・フロー]

　当第２四半期連結累計期間において、営業活動によって得られた資金は1,555百万円となりました（前年同四半

期は970百万円の収入）。これは、税金等調整前四半期純利益2,374百万円等の資金の増加要因があったことによ

るものであります。

[投資活動によるキャッシュ・フロー]

　当第２四半期連結累計期間において、投資活動により得られた資金は945百万円となりました（前年同四半期は

4,597百万円の支出）。これは、有価証券の売却及び償還による収入1,100百万円等の資金の増加要因があったこ

とによるものであります。

[財務活動によるキャッシュ・フロー]

　当第２四半期連結累計期間において、財務活動により支出した資金は549百万円となりました（前年同四半期は

980百万円の収入）。これは、配当金の支払額427百万円等の資金の減少要因があったことによるものでありま

す。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は790百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状

と見通しについて、重要な変更はありません。

 

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

　　当第２四半期連結累計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について、重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 230,476,000

計 230,476,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 54,580,928 54,580,928
東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部

　単元株式数

　100株

計 54,580,928 54,580,928 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 54,580,928 － 5,752 － 6,195
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,446 4.48

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,289 4.19

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス信託銀行

株式会社）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
2,276 4.17

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,981 3.63

ステート　ストリート　バンク　アンド　

トラスト　カンパニー　505223

（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A.

（東京都港区港南二丁目15番１号）

1,959 3.58

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,668 3.05

公益財団法人永井科学技術財団 名古屋市中村区名駅三丁目28番12号 1,405 2.57

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託銀行

株式会社）

東京都千代田区大手町一丁目５番５号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
1,001 1.83

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 909 1.66

新東社員持株会

理事長　土屋　文宏

名古屋市中村区名駅三丁目28番12号

新東工業株式会社内
897 1.64

計 － 16,834 30.84

（注）１．所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

     ２．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は、

　　　　　すべて信託業務に係る株式であります。

　　　３．当社は自己株式1,172千株（株主名簿上は当社株式となっているが実質的に所有していない株式１千株を

　　　　　除く）を保有しておりますが、上記「大株主の状況」から除外しております。なお、役員報酬BIP信託に係る

　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社が保有する当社株式165千株については、自己株式に含んで

　　　　　おりません。

　　　４．ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピーから、平成28年９月23日付で公衆の縦覧に

　　　　　供されている変更報告書において、平成28年９月23日現在で3,343千株を保有している旨が記載されて

　　　　　おりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、

　　　　　上記「大株主の状況」には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

ブランデス・インベストメント・

パートナーズ・エル・ピー

アメリカ合衆国、カリフォルニア州、サン

ディエゴ、エル・カミノ・レアール11988
3,343,900 6.13
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,172,100
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　53,339,100 533,381 （注）１．２

単元未満株式 普通株式　69,728 ― ―

発行済株式総数 54,580,928 ― ―

総株主の議決権 ― 533,381 ―

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない

　　　　　株式が1,000株含まれております。なお、「議決権の数」欄には、株主名簿上は当社名義となっております

　　　　　が実質的に所有していない株式に係る議決権の数10個を含めておりません。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員報酬BIP信託の所有する当社株式165,200株

　　　　　（議決権1,652個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

新東工業株式会社

（注）１．２

名古屋市中村区名

駅三丁目28番12号
1,172,100 ― 1,172,100 2.15

計 － 1,172,100 ― 1,172,100 2.15

（注）１．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が、1,000株

　　　　　（議決権の数10個）あります。

　　　　　なお、当該株式なお、当該株式数は「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれております。

　　　２．当第２四半期会計期間末日現在の自己株式数は1,172,100株であります。なお、当自己株式数に

　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信託）が保有する当社株式165,200株は、

　　　　　含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

新東工業株式会社(E01541)

四半期報告書

 8/21



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,917 27,275

受取手形及び売掛金 36,030 33,720

有価証券 8,691 1,220

製品 3,005 2,897

仕掛品 5,575 4,881

原材料及び貯蔵品 3,196 3,171

その他 2,102 2,163

貸倒引当金 △568 △536

流動資産合計 79,950 74,793

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 12,463 11,789

機械装置及び運搬具（純額） 6,190 5,679

その他（純額） 8,769 8,469

有形固定資産合計 27,424 25,938

無形固定資産   

のれん 798 628

その他 2,664 2,695

無形固定資産合計 3,462 3,323

投資その他の資産   

投資有価証券 26,785 26,043

その他 1,603 1,561

貸倒引当金 △19 △18

投資その他の資産合計 28,369 27,585

固定資産合計 59,256 56,847

資産合計 139,207 131,641
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,357 12,650

短期借入金 2,003 2,128

未払法人税等 1,418 704

賞与引当金 2,056 1,911

役員賞与引当金 121 54

プラント保証引当金 314 278

受注損失引当金 132 135

その他 7,417 7,233

流動負債合計 28,821 25,094

固定負債   

長期借入金 13,937 13,783

役員退職慰労引当金 328 333

環境安全対策引当金 59 58

退職給付に係る負債 1,089 846

資産除去債務 104 104

その他 5,966 5,457

固定負債合計 21,485 20,583

負債合計 50,307 45,678

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,752 5,752

資本剰余金 6,238 6,238

利益剰余金 65,304 66,658

自己株式 △1,475 △1,475

株主資本合計 75,819 77,173

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,314 6,866

為替換算調整勘定 1,641 △1,907

退職給付に係る調整累計額 △235 △174

その他の包括利益累計額合計 8,720 4,785

非支配株主持分 4,360 4,004

純資産合計 88,899 85,963

負債純資産合計 139,207 131,641
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 46,223 45,046

売上原価 32,467 31,516

売上総利益 13,756 13,530

販売費及び一般管理費 ※ 11,718 ※ 11,228

営業利益 2,037 2,301

営業外収益   

受取利息 84 61

受取配当金 306 272

持分法による投資利益 - 24

その他 170 100

営業外収益合計 561 459

営業外費用   

支払利息 86 71

為替差損 241 247

持分法による投資損失 371 -

その他 146 104

営業外費用合計 846 423

経常利益 1,752 2,337

特別利益   

固定資産売却益 47 43

その他 0 0

特別利益合計 47 44

特別損失   

固定資産売却損 4 2

固定資産廃却損 9 4

減損損失 13 -

その他 4 -

特別損失合計 31 6

税金等調整前四半期純利益 1,768 2,374

法人税、住民税及び事業税 826 677

法人税等調整額 △202 △180

法人税等合計 623 497

四半期純利益 1,144 1,877

非支配株主に帰属する四半期純利益 115 96

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,028 1,781
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 1,144 1,877

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,865 △447

繰延ヘッジ損益 16 -

為替換算調整勘定 △491 △3,568

退職給付に係る調整額 △6 61

持分法適用会社に対する持分相当額 △28 △387

その他の包括利益合計 △2,376 △4,342

四半期包括利益 △1,231 △2,464

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,354 △2,153

非支配株主に係る四半期包括利益 122 △311
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,768 2,374

減価償却費 1,338 1,232

減損損失 13 -

賞与引当金の増減額（△は減少） 109 △123

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △51 △64

受注損失引当金の増減額（△は減少） 72 16

プラント保証引当金の増減額（△は減少） △4 △12

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18 5

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13 12

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △256 △151

受取利息及び受取配当金 △390 △333

支払利息 86 71

為替差損益（△は益） 190 126

持分法による投資損益（△は益） 371 △24

有形固定資産除売却損益（△は益） △33 △36

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 3 △0

売上債権の増減額（△は増加） △1,425 1,150

たな卸資産の増減額（△は増加） △184 79

仕入債務の増減額（△は減少） △583 △1,817

その他 565 125

小計 1,558 2,629

利息及び配当金の受取額 447 427

利息の支払額 △70 △69

法人税等の支払額 △964 △1,432

営業活動によるキャッシュ・フロー 970 1,555

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10,248 △6,404

定期預金の払戻による収入 9,905 8,613

有価証券の取得による支出 - △300

有価証券の売却及び償還による収入 450 1,100

有形固定資産の取得による支出 △1,157 △1,203

有形固定資産の売却による収入 91 56

無形固定資産の取得による支出 △69 △418

投資有価証券の取得による支出 △3,607 △516

投資有価証券の売却及び償還による収入 23 5

貸付けによる支出 △3 △9

貸付金の回収による収入 6 4

その他の投資の増減額（△は増加） 11 17

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,597 945
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 162 242

長期借入れによる収入 3,091 144

長期借入金の返済による支出 △346 △290

社債の償還による支出 △66 -

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △89 △100

非支配株主からの払込みによる収入 30 -

自己株式の売却による収入 268 -

自己株式の取得による支出 △1,500 △0

配当金の支払額 △380 △427

非支配株主への配当金の支払額 △109 △117

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△79 -

財務活動によるキャッシュ・フロー 980 △549

現金及び現金同等物に係る換算差額 △180 △457

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,827 1,494

現金及び現金同等物の期首残高 22,063 18,865

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 19,235 ※ 20,359
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第

32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半期連

結会計期間から適用しております。

 

（役員報酬ＢＩＰ信託）

　当社は、取締役（社外取締役を除く。）を対象に、信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

(1)取引の概要

　当社は、中期的な企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的に、透明性及び客観性の高い役員報酬制度として、企

業価値連動型の株式報酬制度である役員報酬ＢＩＰ信託を導入しております。

　本制度は、平成28年３月末日で終了する事業年度から平成30年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度（以下

「対象期間」という。）（※）を対象として、企業価値の増大に応じて、対象期間終了時の一定時期に、役員報酬として

当社株式等の交付等を行う制度です。交付する当社株式等は、役位ならびに対象期間中の資本効率の改善度及び業績目標

の達成度等に応じて定めておき、対象期間を通じて資本効率が一定の改善度等に達した場合のみ、対象期間終了後の一定

時期に、役員報酬として当社株式等の交付等を行います。

　ただし、対象期間を通じて一定の資本効率の改善度等に達しない場合は、本制度対象者へ当社株式等の交付等を行うこ

とはありません。

　（※）信託期間の満了時において信託契約の変更及び信託追加を行うことにより、信託期間の延長が行われた場合に

　　　　は、以降の各３事業年度をそれぞれ対象期間とします。

 

(2)信託に残存する自社の株式

　信託に残存する自社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として

計上しております。当第２四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、179百万円、165,200株

であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

   受取手形割引高、受取手形裏書譲渡高及び輸出手形割引高

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

受取手形割引高 30百万円 115百万円

受取手形裏書譲渡高 12 13

輸出手形割引高 10 -

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

報酬及び給料手当 4,337百万円 4,200百万円

賞与引当金繰入額 763 803

役員賞与引当金繰入額 44 53

退職給付費用 124 178

役員退職慰労引当金繰入額 26 27

貸倒引当金繰入額 8 0

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 23,994百万円 27,275百万円

預入が３か月を超える定期預金 △10,124 △7,316

有価証券勘定のうち現金同等物

に該当する残高

5,366 400

現金及び現金同等物 19,235 20,359
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月21日

取締役会
普通株式 380 7.0 平成27年３月31日 平成27年６月９日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後とな

るもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月10日

取締役会
普通株式 425 8.0 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月23日

取締役会
普通株式 427 8.0 平成28年３月31日 平成28年６月７日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託に関する配当金１百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後とな

るもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月７日

取締役会
普通株式 480 9.0 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託に関する配当金１百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

鋳造

分野

表面処理

分野

環境

分野

搬送

分野

特機

分野
計

売上高           

外部顧客への

売上高
15,141 20,258 4,603 2,985 3,170 46,160 63 46,223 － 46,223

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

215 0 161 22 129 528 1,212 1,740 △1,740 －

計 15,357 20,258 4,765 3,007 3,300 46,689 1,275 47,964 △1,740 46,223

セグメント利益

又は損失（△）
△39 2,411 307 188 △43 2,823 117 2,941 △903 2,037

（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機械設計、情報関連及び福利厚生事

         業等を含んでおります。

     ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△903百万円には、セグメント間取引消去42百万円、各報告セグメン

　　　　 トに配分していない全社費用△945百万円を含んでおります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

　　　　　研究開発費及び本社管理部門に係る費用であります。

　　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

鋳造

分野

表面処理

分野

環境

分野

搬送

分野

特機

分野
計

売上高           

外部顧客への

売上高
14,836 19,929 4,579 2,458 3,186 44,990 55 45,046 - 45,046

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

242 0 269 20 99 632 1,431 2,064 △2,064 -

計 15,079 19,929 4,849 2,479 3,285 45,622 1,487 47,110 △2,064 45,046

セグメント利益 834 2,048 151 22 32 3,088 20 3,109 △807 2,301

（注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機械設計、情報関連及び福利厚生事

         業等を含んでおります。

     ２．セグメント利益の調整額△807百万円には、セグメント間取引消去57百万円、各報告セグメントに配分してい

　　　　　ない全社費用△865百万円を含んでおります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発費及び

         本社管理部門に係る費用であります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

 第１四半期連結会計期間より、従来は「特機分野」に含めておりました粉粒体処理装置等を製造する資源エネルギー

事業推進グループの製造販売事業を、「鋳造分野」へ変更しております。

 なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、上記の変更を反映した報告セグメントに基づいて作成したもの

を開示しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

  １株当たり四半期純利益金額 19円13銭 33円46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,028 1,781

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,028 1,781

普通株式の期中平均株式数（株） 53,783,737 53,243,619

（注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.株主資本において自己株式として計上されている役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式は、１株当たり四半

期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当第２四半期連

結累計期間165,200株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

（１）決算日後の状況

　特記事項はありません。

 

（２）配当に関する事項

平成28年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・480百万円

②１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・９円00銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・平成28年12月５日

（注）平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成28年11月９日

新 東 工 業 株 式 会 社    

  取 締 役 会　御 中   

 

 有限責任監査法人 トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大中　康行　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥田　真樹　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新東工業株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新東工業株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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